
高 崎 市 屋 外 広 告 業 登 録 制 度 の 手 引 き
　 平成 23 年 4 月 1 日より 高崎市は中核市へ移行し たこ と に伴い、屋外広告物に係る事務権限が群馬

県から 移譲さ れ、高崎市屋外広告物条例を施行し まし た。

　 高崎市内において「 屋外広告業」 を営む場合は、高崎市長の登録を受けなければなり ません。

　 ただし 、平成 23 年 3 月末日までに、群馬県屋外広告物条例の規定による群馬県知事の登録を 受け

ている事業者の方には、経過措置があり ます。

1 登録が必要な事業者

2 登録のための要件

　 高崎市内で「 屋外広告業」 を 営む事業者は、請負件数が１ 件し かない場合や、本社や営業所等が市

内にない場合でも 、高崎市に登録が必要です。

　 なお、「 屋外広告業」 と は、広告主から 屋外広告物の表示又は掲出物件の設置に関する工事を請け負

い、屋外で公衆に表示する こ と を 業と し て行う 営業を いいます。こ の場合、元請け又は下請け、個人

又は法人と いっ た立場は問いません。

　 　【 群馬県から の権限移譲による経過措置】

　 　 　  　 平成 23 年 3 月末日までに群馬県知事の登録を 受けた事業者は、その有効期間が満了するま

での間は、高崎市長の登録を受けずに屋外広告業を営むこ と ができ ます。

　 屋外広告業の登録を受けるためには、下記の登録拒否事項に該当し ないこ と が必要です。

※「 屋外広告業」 に該当し ないも の

　 ・ 屋外広告物の表示又は掲出物件の設置に関する工事を業と し て請け負わない場合の広告代理業等

　 ・ 単に屋外広告物の印刷、製作等を行う だけで、屋外広告物の表示や掲出物件の設置を行わない場合

■登録拒否事項

①屋外広告業の登録を取り 消さ れた日から 、 2 年を経過し ない者

② 屋外広告業の登録を取り 消さ れた法人において、その処分日の前 30 日以内に役員であり 、かつ

その処分の日から 2 年を経過し ないも の

③屋外広告業の営業の停止を命ぜら れ、その停止期間が経過し ない者

④ 屋外広告物法に基づく 条例（ 他の自治体の屋外広告物条例を含む） に違反し て罰金以上の刑に処

せら れ、その執行を終わり 、又は執行を受けるこ と がなく なっ た日から 2 年を経過し ない者

⑤屋外広告業者が未成年者で、その法定代理人が上記①から ④のいずれかに該当すると き

⑥屋外広告業者が法人の場合で、役員の中に、上記①から ④のいずれかに該当する者がいると き

⑦営業所ごと に業務主任者を置いていない者

⑧ 登録申請書又はその添付書類のう ち、重要な事項について虚偽の記載があり 、若し く は重要な事

実の記載が欠けている書類により 登録を受けよう と する者
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3 登録の手続き

　 屋外広告業登録に必要なも のは下記のと おり です。なお、提出部数は各 1 部です。

⑴　 屋外広告業登録申請書

　 ・ 個人の場合

　 　 　 ①事業所の住所を記入し てく ださ い。自宅が事業所である場合は、その住所と なり ます。

　 　 　 ②個人の押印は実印でなく ても 可。

　 ・ 法人の場合

　 　 　 ①法人の代表者名で申請書を提出し てく ださ い。

　 　 　 　（ 代表者権限のない支社長、支店長、営業所長等の名義による申請はでき ません。）

　 　 　 ②法人は代表取締役印に限り ます。

⑵　 誓約書　

　 ・ 登録申請者（ 個人、法人） が誓約し てく ださ い。

　 ・ 登録申請者が法人の場合は、代表者が誓約し てく ださ い。

⑶　 住民票の抄本

　 ・ 3 ヶ 月以内のも ので、コ ピー不可。

　 ・ 登録申請者が個人（ 未成年者を含む。） の場合は、本人の住民票の抄本。

　 ・  登録申請者が営業に関し 成年者と 同一の行為能力を有し ない未成年者の場合は、その法定代理人

の住民票の抄本。

書類名称

申請者区分

様　 式個　 人
法　 人

成　 年 未成年

⑴ 屋外広告業登録申請書 ○ ○ ○ 様式第 25 号

添
付
書
類

⑵ 誓約書 ○ ○ ○ 様式第 26 号

⑶ 

住
民
票
の
抄
本

申請者 ○ ○

法定代理人 ○

法人役員

⑷ 登記事項証明書

　（ 履歴事項全部証明書）
○

⑸ 

略
歴
書

申請者 ○ ○ ○

様式第 27 号法定代理人 ○

法人役員 ○全員

⑹ 業務主任者と なる資格を 証する書面の写し ○ ○ ○

※様式及び記入例は、市ホームページに掲載し ていますのでご利用く ださ い。
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⑷　 登記事項証明書（ 履歴事項全部証明書）

　 ・ 3 ヶ 月以内のも ので、コ ピー不可。

　 ・ 登録申請者が法人の場合に必要と なり ます。

⑸　 略歴書　

　 ・ 登録申請者（ 個人、法人） の略歴を記入し てく ださ い。

　 ・ 広告業務に関する部分は必ず記載し てく ださ い。

　 ・ 登録申請者が法人の場合は、法人の略歴書及び役員全員の略歴書が必要です。

　 ・ 登録申請者が未成年者の場合は、法定代理人についても 略歴書が必要と なり ます。

⑹　 業務主任者と なる資格を証する書面の写し

　 　  　 業務主任者と は、広告物等の表示等に関する法令の規定の遵守や広告物等の安全性の確保など

に関し て総括し て業務を行う 人のこ と です。その資格と 業務内容は次のと おり です。

　 　 ①業務主任者の資格

　 　 　 ア 　 国土交通大臣の登録を 受けた法人が広告物の表示及び掲出物件の設置に関し 必要な知識

について行う 試験に合格し た者（ 屋外広告士）

　 　 　 イ 　 本市が開催する屋外広告物講習会の課程を修了し た者

　 　 　 ウ 　 上記イ に相当するも のと し て、都道府県又は指定都市若し く は他の中核市の行う 講習会の

課程を修了し た者

　 　 　 エ  　 職業能力開発促進法に基づく 職業訓練指導員免許所持者、技能検定合格者又は職業訓練の

修了者（ 広告美術仕上げに関する職種等に係るも の）

　 　 　 オ　 市長が、ア～エに掲げる者と 同等以上の知識を有するも のと 認定し た者

　 　 ②業務主任者の業務内容

　 　 　 ア　 こ の条例その他広告物等の表示等に関する法令の規定の遵守に関するこ と 。

　 　 　 イ  　 広告物等の表示等に関する 工事の適正な施工その他広告物等の表示等に係る 安全の確保

に関するこ と 。

　 　 　 ウ　 帳簿の記載に関するこ と 。

　 　 　 エ　 広告物等の表示等に関する業務の適正な実施の確保に関するこ と 。

⑺　 登録申請手数料

　 ・ 手数料は、新規申請、更新申請と も 10,000 円です。

※ 法人の略歴書についても 、広告業務に関係する略歴は必ず記載し てく ださ い。

※  役員と は、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ れら に準ずる者をいい、合名会社の社員、合資

会社の無限責任社員、株式会社又は有限会社の取締役、委員会設置会社の執行役、法人格のある各種

組合等の理事等を指し ます。なお、監事、監査役、有限責任社員、事務局長等は役員に含まれません。

※  業務主任者は、高崎市の区域内で屋外広告業の営業を行う「 営業所」 ごと に最低１ 人以上を置く 必要

があり ます。なお、「 営業所」 と は、広告物の表示、設置に関し 常時請負契約を 締結するなど営業の場

所的中心と なる事務所を いい、その主従を 問いませんが、単なる作業所、連絡事務所などはこ れに該

当し ません。

※  業務主任者は、必ずし も その営業所の専任の者である必要はあり ませんが、雇用契約等により 事業主

体と 継続的な雇用関係を有し 、通常勤務時間中はその事業所の業務に従事できる者でなければなり ま

せん。
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⑻　 登録有効期間

　 ・ 登録の有効期間は5 年です。

　 ・ 更新する場合は、期間満了の30 日前までに更新の手続きをし てく ださ い。

⑼　 申請書の提出先・ 手数料の納入方法

　 ・ 持参の場合

　 　 　 高崎市 都市整備部 都市計画課 景観室 （ 高崎市役所 11 階） へ持参し てく ださ い。

　 　 　  申請書提出時に、窓口にて現金で手数料を納めてく ださ い。

　 ・ 郵送の場合

　 　 　 提出書類一式と 返信用封筒（ 84 円切手貼付） を同封し 、下記へお送り く ださ い。

　 　 　 　 〒 370-8501
　 　 　 　 群馬県高崎市高松町 35-1　 高崎市都市整備部都市計画課景観室　 宛て

　 　 　  到着後、同封し ていただいた返信用封筒で『 納入通知書』 を 送付し ますので、手数料を 指定さ

れた金融機関へ納めてく ださ い。入金が確認さ れた後、屋外広告業登録処理を行います。

⑽　 登録の実施

　 　 　 屋外広告業者登録簿に下記内容を登録し 、その旨を申請者へ通知し ます。

　 　（ ただし 、市条例第 39 条第 1 項に掲げる登録の拒否に該当する者を除く 。）

　 　 ①　 商号、氏名及び住所（ 法人にあっ ては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

　 　 ②　 高崎市の区域内において営業を行う 営業所の名称及び所在地

　 　 ③　 法人役員の氏名

　 　 ④　 未成年者の法定代理人の氏名及び住所

　 　 ⑤　 業務主任者の氏名及び所属する営業所の名称

　 　 ⑥　 登録年月日及び登録番号

⑾　 屋外広告業者登録簿の閲覧

　  　 登録簿の閲覧は、都市整備部都市計画課景観室で行っ ています。また、市ホームページでも 閲覧

するこ と ができます。

4 登録後に行う こ と

⑴　 標識の掲示　（ 様式第 36 号）

　 　 ①掲げる場所

　 　 　  所定の事項を記載し た標識を、営業所ごと に公

衆の見やすい場所に掲げなければなり ません。

　 　 　 掲示場所は、事務所（ 建物） の中でも 結構です。

　 　 ②大きさ

　 　 　 標識の大き さ は、縦 35㎝、横 40㎝ 以上です。

　 　 　 材質は問いませんが、見やすいこ と が重要です。

⑵　 帳簿の作成　（ 様式第 37 号）

　 　 ①作成場所

　 　 　  営業所ごと に、所定の事項を記載し た帳簿を作成し てく ださ い。（ 大き さ の指定はあり ません）
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　 　 ②媒体

　 　 　  紙上に記録・ 印字し たも のに代えて、電子計算機（ コ ンピュ ータ ） 内や磁気ディ スク 等（ CD-
ROM 等） に保存し たも のでも 結構です。

　 　 ③保存期間

　 　 　  帳簿は、各事業年度の末日を も っ て閉鎖し 、営業所ごと に、閉鎖後 5 年間保存し なければなり

ません。

　 　 ④その他

　 　 　 帳簿は、広告物の表示等の契約ごと に作成し なければなり ません。

⑶　 変更の届出

　 　  　 登録を 受けた後、登録し た事項に変更が生じ た場合、その日から 30 日以内に変更の届出が必

要です。手数料はかかり ません。

　 　 ①届出が必要と なる事項

　 　 ア 　 商号、氏名及び住所（ 法人にあっ ては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） の変

更

　 　 イ 　 高崎市の区域内において営業を行う 営業所の名称及び所在地の変更

　 　 ウ　 法人の役員の変更

　 　 エ　 未成年者の法定代理人の氏名及び住所の変更

　 　 オ　 業務主任者の変更

　 　 ②提出書類　 　 各１ 部提出し てく ださ い。

　 　 　 ○屋外広告業登録事項変更届出書　（ 様式第 30 号）

　 　 　 ○添付書類

届出が必要と なる事項 添付書類の内容

ア  商号、氏名及び住所の変更
個人 ・ 住民票　（ 商号の変更を除く 。）

法人 ・ 登記事項証明書（ 履歴事項全部証明書）

イ    高崎市の区域内において営業を 行う 営業所の名称及び所在

地の変更

・ 登記事項証明書（ 履歴事項全部証明書）

　 　（ ただし 、登記事項の変更がある場合のみ）

ウ　 法人の役員の変更

新規役員の登録

・ 法人の代表者名の誓約書　（ 様式第 26 号）

・ 変更になっ た役員の略歴書　（ 様式第 27 号）

・ 登記事項証明書（ 履歴事項全部証明書）

役員の削除

( 新規役員の登録がないと き）
・ 登記事項証明書（ 履歴事項全部証明書）

エ　 未成年者の法定代理人の氏名及び住所の変更

・ 登録申請者の誓約書　（ 様式第 26 号）

・ 変更になっ た法定代理人の略歴書

　 　（ 様式第 27 号）

・ 変更になっ た法定代理人の住民票

オ　 業務主任者の変更 ・ 業務主任者と なる資格を証する書面の写し

⑷　 廃業等の届出　

　 　  　 屋外広告業者が廃業等を し た場合は、その事実が発生し た日から 30 日以内に屋外広告業廃業

等届出書（ 様式第 31 号） を 1 部提出し てく ださ い。手数料はかかり ません。

　 　 　 届出が必要と なる事項

　 　 ①　 死亡し た場合

　 　 ②　 法人が合併により 消滅し た場合

　 　 ③　 法人が破産手続き 開始の決定により 解散し た場合

　 　 ④　 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により 解散し た場合

　 　 ⑤　 高崎市の区域内において屋外広告業を廃止し た場合
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5 登録の有効期間

6 監督処分

　 広告業の登録有効期間は5 年です。

　 5 年ごと に更新の登録を 受けないと 効力がなく なり ますので、その後も 営業を 継続する場合は、登

録の有効期間が満了する日の30 日前までに更新の手続き が必要です。

　 更新登録申請の手続き に必要な提出書類や手数料等については、新規登録申請に準じ ますので、 2
ページから 4ページまでをご覧く ださ い。

【 登録期間の説明（ 例）】

⑴　 登録の取消し や6か月以内の期間で営業の停止に処さ れる場合

　 　 ①不正の手段により 登録を受けたと き

　 　 ②登録の要件に適合し なく なっ たと き

　 　 ③変更の届出をし ない、または虚偽の届出を行っ たと き

　 　 ④ 市条例 ( 法に基づき 都道府県又は指定都市等が定める条例を含む ) 又は、こ れに基づく 処分に

違反し たと き

⑵　 罰則

　 ・ 1 年以下の懲役または50 万円以下の罰金刑に処せら れる場合

　 　 ①登録を受けずに屋外広告業を営んだ者

　 　 ②不正の手段により 登録を受けた者

　 　 ③営業の停止命令に違反し た者

　 ・ 50 万円以下の罰金刑に処せら れる場合

　 　 ①違反広告物に対する市長の命令に違反し た者

　 ・ 30 万円以下の罰金刑に処せら れる場合

　 　 ①違反広告物を表示・ 設置し た者

　 　 ②登録事項の変更の届出をし ない、または虚偽の届出をし た者

　 　 ③業務主任者を選任し なかっ た者　 など

　 ・ 20 万円以下の罰金刑に処せら れる場合

　 　 ①市長の立入検査を拒んだ者　 など

　 ・ 10 万円以下の罰金刑に処せら れる場合

　 　 ①広告物の除却の届出をし ない者　 など

※  罰則以外にも 、軽微な義務違反の場合、 5 万円

以下の過料処分の規定があり ます。

登録日（ 有効期間開始日）　 　 　 　 　 　 更新の申請期限　 　 　 　 　 登録有効期間満了　 更新後有効期間開始　 　  
(H23.4.1) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (H28.3.1)　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (H28.3.31) 　 　 　 　    (H28.4.1) 
 

←更新申請→  ←有効期間満了の30日前

お問い合わせ先

〒 370-8501
群馬県高崎市高松町 35-1
高崎市  都市整備部  都市計画課  景観室

 027-321-1350 （ 直通）

 027-323-5296
URL http://www.city.takasaki.gunma.jp/

http://www.city.takasaki.gunma.jp/


様式第25号（ 第30条関係）

第１ 面

屋外広告業登録申請書

年　 　 　 月　 　 　 日　

　（ あて先）高崎市長

申請者　 住所　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

商号　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 氏名　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 印　

電話番号　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 法人にあっ ては、 主たる事務所の　

　 所在地、 名称及び代表者の氏名　 　

　 　 高崎市屋外広告物条例第36条　
第１ 項

第３ 項
　 の規定によ り 、 関係書類を 添えて、 次のと おり 屋外広

告業者の登録（ 更新の登録）を 申請し ます。

登録の種類
□　 新規

□　 更新

登録番号

※新規登録の場合は記
入し ないでく ださ い

　 高広　（ 　 ）　 第　 　 　 　 　 　 　 号

登録年月日

※新規登録の場合は記
入し ないでく ださ い

　 　 　 　 　 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

個人・ 法人の別 　 □　 法人　 　 　 　 　 □　 個人

フ リ ガ ナ

商 号、 氏 名

及 び 生 年 月 日

法人にあっ ては、 名称、 代表者

の氏名及び生年月日 生年月日　 　 　 　 　 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

住 所

法人にあっ ては、 主たる 事務所

の所在地

〒

電話　 　 　 　（ 　 　 　 　 ）　 　 　 　 　 　 　

高崎市の区域内において営業を 行う 営業所

名称 所在地
　 　 　 　 フ リ ガナ

業務主任者の氏名
資格名及び交付番号等

〒

電話　 　 　（ 　 　 　 ）

〒

電話　 　 　（ 　 　 　 ）

〒

電話　 　 　（ 　 　 　 ）

【 第２ 面へ続く 】

※　 下記の枠内は記入し ないでく ださ い。

受

付

決　 裁　 欄
手数料　 　 　 　 　 　 　 　 円

担当 担当係長 課長

　 通知日

　 　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日



第２ 面

法人で あ る 場合の

役員（ 業務を 執行す

る 社 員、 取 締 役、

執行役又はこ れら

に準ずる 者）の職氏

名

職
フ リ ガナ

氏　 名

未成年者で あ る 場

合の法定代理人の

氏名及び住所

フ リ ガナ

氏　 名
生年月日　 　 　 　 　 年　 　 　 　 月　 　 　 　 日

住　 所

〒

電話　 　 　 　（ 　 　 　 　 ）

他の地方公共団体

における登録番号

登録を 受けた

地方公共団体
登録年月日 登録番号

主たる業務の内容

その他

添付書類
　 □　 誓約書（ 様式第26号）

　 □　 業務主任者と なる資格を証する書面の写し

　 □　【 登録申請者が個人（ 未成年者含む。）の場合】 本人の略歴書（ 様式第27号）及び住民票の抄本

　 □　【 登録申請者が未成年者の場合】 法定代理人の略歴書（ 様式第27号）及び法定代理人の住民票の抄本

　 □　【 登録申請者が法人の場合】 法人の略歴書及び役員全員の略歴書（ 様式第27号）及び法人の登記事項証

明書（ 履歴事項全部証明書）

※　 住民票の抄本及び登記事項証明書（ 履歴事項全部証明書）は、 ３ か月以内のも ので、 コ ピ ーは不可


